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分析作業であることが確認され、次章への準備が行われる。 
 第３章は、日本の地方政府の統治パフォーマンスとソーシャル・キャピタルの関係を計量分析によって明らかにし
ようとする。分析の結果、イタリアやアメリカで確認された「ソーシャル・キャピタルは地方政府の統治パフォーマ
ンスを向上させる」という因果関係が日本では見出せないことが実証的に確認される。 
 第４)章では、前章の分析結果を踏まえ、統治パフォーマンスとソーシャル・キャピタルの間に存在する４つの媒
介変数の重要性が確認され、新たに「シビック・パワー（civic power）」仮説の妥当性が計量分析によって検証され
る。その結果、日本の地方政府の統治パフォーマンスに有意なプラスの影響を与えている市民社会の変数は市民エリ
ートによるシビック・パワーであること、こうしたシビック・パワーは必ずしもソーシャル・キャピタルと同一視し
うるものではなく、ソーシャル・キャピタルとは異なる変動をもつ変数であることが明らかにされる。 
 第５)章は、シビック・パワーの一事例として、近年台頭してきた市民オンブズマン組織の行政監視活動を質的に
分析しようとする。その際、特に仙台市民オンブズマンの活動実態及び同団体が追及した宮城県庁の食糧費問題が時
系列的に詳細に分析され、市民オンブズマン成員の参加意識はソーシャル・キャピタルの観点からは説明できないも
のであること、市民オンブズマンによる地方政府の監視・不正告発は、その地方政府の統治パフォーマンスを高める
効果をもつことが明らかにされる。 
 市民社会に関する理論と実証の蓄積は政治学においても決して少なくはないが、その多くは、概念の整理、各国市
民社会の記述・分類・比較、民主化への市民社会の影響力の分析に偏り、本論文が考察しようとする成熟した民主主
義国における良きガバナンスと市民社会の関係は未解明のままに放置されてきた。本論文は、こうした未解明部分を
日本の地方政府のレベルを対象に実証的に明らかにしようとするものである。本論文は、先行研究の包括的な批判的
検討と周到に用意されたデータ・セットを駆使しつつ、有効に機能する地方政府を説明する諸要因を分析し、論文が
主張する「シビック・パワー」仮説の妥当性を十分に実証している。本論文は、ソーシャル・キャピタルが地方政府
の統治パフォーマンス向上に与える効果を日本をケースに実証した初めての試みであるだけに止まらず、広く市民社
会論への貴重な貢献ともなっており、博士（法学）を授与するに十分なレベルに達しているものと審査委員全員は判
断した。 
